
 









家庭用燃料電池システムは、その高い環境性から民生分野の温暖化対策の切り札として期待されている。初
期段階における問題点を把握し今後の開発課題を抽出することを目的として、2005 年度からスタートした新
エネルギー財団の定置用燃料電池大規模実証事業も最終年度となり、半年が経過した。本事業により 3307 世
帯のご家庭に燃料電池システムが設置されることとなる。
いよいよ来年度からは、家庭用燃料電池システムは普及段階に移行する。それに先駆けて、一般消費者への
認知度向上を目指す取組みとして、燃料電池実用化推進協議会が中心となって家庭用燃料電池の統一名称「エ
ネファーム（ENE・FARM）」が 2008 年６月に公表された。この名称は、水素と酸素から電気と熱をつくる、
自分のエネルギーを自前でつくる、という燃料電池による家庭用エネルギーの供給の考え方を、水と大地で農
作物をつくるファーム（農場）という世界観により表現したものである。また、７月に開催された北海道洞爺
湖サミットにおいて、日本発の温暖化防止技術としてエネファームが紹介され好評であった。エネファームの
普及促進に対する政府の並々ならぬ期待が感じられる。
このように、世界で初めて燃料電池システムを本格普及させるための土壌は整いつつある。我々エネルギー
事業者およびメーカーには、如何にしてエネファームを一般家庭で使用されている家電商品と同等の商品とし
て成立させていくのかという、最終課題（かつ真の課題）が残されている。
新エネルギー財団の大規模実証事業に参加したユーザーのアンケート調査によると、80％以上の方が省エネ
ルギーと地球温暖化防止の意識が高まったと回答している。また、60％以上の方が一次エネルギー削減と CO2
削減を実感し、満足感を感じていると回答している。一方、経済性・故障の多さ・設備の大きさ・運転音など
に不満な点・改善すべき点が挙げられている。これら課題のうち特に経済性については、ブレイクスルー技術
の確立が必須であるが、研究開発の進展により光が見えつつある。その他の課題については、大規模実証事業
の成果等をフィードバックすることにより解決できるであろう。
これらのアンケート結果は、積極的にエネファームを家庭に導入していただいた好意的なユーザーに対して
実施したアンケート結果である。今後必要とされることは、エネファームのことを良く知らない一般消費者に
対して、如何に魅力ある商品であるかということをアピールできる商品性を付与することである。今後、各エ
ネルギー事業者およびメーカーの個性の見せ所である。また、商品として必須の各種法規（PL法など）に対す
るエネファームのガイドラインの作成（例えば効率の表記方法等）を行うことが必要であると思う。これらに
関しては、業界全体で今後協議していくことが必要であろう。
新日本石油は大規模実証事業に参加して、全国 47 都道府県の一般家庭に燃料電池システムを設置してき
た。その総設置台数は累計で 1328 台と全体の約 40％を占め、事業参加者のなかで最多となっている。また、
2008 年４月には三洋電機と燃料電池システムを製造する新会社「ENEOS セルテック」を設立した。今後とも、
エネファームが真のユーザーニーズを満たす商品として普及するために、全力をあげて取り組んでいく所存で
ある。なお、燃料電池は、ガス・石油を使う限り省エネ機器にすぎないという意見が聞かれるが、将来は CCS（炭
素分離回収貯蔵）水素を供給し、これを利用することにより、真の温暖化対策の切り札になっていくであろう。
これを実現する第一歩として本年６月に CCS 調査株式会社が設立された。
最後に、統一名称「エネファーム（ENE・FARM）」制定時の記事から引用した言葉で本報を締めたいと思う。
“地中から芽を出したエネファームというまだまだ小さい作物を、共に大きく成長させていこう”

Ikutoshi Matsumura
Representative Director, Executive Vice President

Executive Director of The Energy System Business Division
Executive Director of The Research & Development Division
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